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Ａ．研究目的 

1. 愛知県乳幼児健診における精度管理の進行

状況と問題点を評価する。 

2. 愛知県乳幼児健診における判定の標準化に

関して評価を行う。 

Ｂ．研究方法 

精度管理評価の対象は愛知県母子健康診査

マニュアル第 10 版において制度管理の対象と

なっている a. 股関節異常（4か月児）, b. 視

覚異常（3歳児）c. 聴覚異常（3歳児）とし、

研究要旨 

【背景】乳幼児健康診査（以下乳幼児健診）の質向上の為には判定の標準化と精度管理が重要と

考えられるが、それらの評価はほとんど行われていない。愛知県内の中核市および保健所管内市

町村では 1985 年から愛知県母子健康診査マニュアルに基づく乳幼児健診が行われ、全ての乳幼

児健診結果が電子的に保存され管轄保健所及び県（あいち小児保康医療総合センター保健セン

ター含む）に定期的な報告が行われている。また、2021 年度から新しく「愛知県母子健康診査

マニュアル第 10 版」に基づく集計、報告が開始され、4 か月児健診時の股関節異常に関する新

しい基準を用いたスクリーニング及び股関節、視覚、聴覚のスクリーニング陽性者が精密検査に

より最終診断に基づく精度管理等が開始された。 

【目的】1.協力市町村における乳幼児健診における精度管理の進行状況と問題点を評価する。2.

愛知県全体の乳幼児健診方法及び結果を評価し、乳幼児健康診査の標準化に関して評価を行う。 

【方法】1.精度管理の評価: 2021 年度乳幼児健診受診者に関して、協力市区町村に精度管理の

経過報告の提出を依頼し、解析を行った。2. 標準化の評価:あいち小児保健医療総合センターに

集められた愛知県内の中核市および保健所管内市町村（全 53 市町村のうちデータ提出のあった

52 市町村）の 2021 年度乳幼児健診データを解析した。 

【結果と考察】1. 協力 2市において精度管理は順調に行われていたが、速やかな最終診断がな

されなかった場合の情報収集は困難であり、就学前健診との連結などを考慮する必要があると

考えられた。2. 股関節異常、視覚異常、聴覚異常のスクリーニング陽性者の割合や子育て支援

の必要性の判定結果などから、愛知県においても標準化は十分ではないことが明らかになった。 
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2021 年度に愛知県内 2 つの市町村の乳幼児健

診を受診した児に関する追跡情報を評価し精

度管理の実現可能性と問題点を考察した。追跡

情報は主に紹介先の医師からの回答（参考資料

1-3）により得られるが、すぐに最終診断に至

らない場合などは後日問い合わせを行うなど

の方法で把握を行うこととしている。また今回

対象とした中核市以外の市では、一般の健診デ

ータは翌年の 5 月に県に提出すると定められ

ているが、精度管理で用いられる追跡情報に関

しては 3 年後の 7 月までに県に提出すること

が定められている。本検討を行った 2つの自治

体にはこの追跡情報を定められた期限より 1

年半程度早期の提出を依頼したことになる。 

標準化評価の対象は a. 股関節異常(4 か月

児), b. 視覚異常(3 歳児), c. 聴覚異常(3 歳

児), d 子育て支援の必要性判定(1 歳 6 か月

児)とし、愛知県内の中核市および保健所管内

市町村(全 53 市町村のうちデータ提出のあっ

た 52 市町村)の乳幼児健診データを解析した。 

（倫理面への配慮） 

乳幼児健診データの収集・解析をはじめとす

る愛知県母子健康診査マニュアルの運用は愛

知県母子保健推進事業実施要綱に基づいて行

われている。また本研究に関してあいち小児保

健医療センター倫理委員会の承認を得た（承認

番号 2021064）。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 精度管理の評価 

a. 股関節異常（4か月児） 

2021 年度 A 市の健診対象者は 556 人（未評

価 0 人）であり、うち所見あり 24 人（4.3%）

であった。精密検査結果は異常なし 8人、股関

節異常あり 2人、未記載 14 人であった。 

2021 年度 B 市の健診対象者は 353 人（未評

価 1人）であり、うち所見あり 4人（1.1%）で

あった、その全員が追跡情報未記載であった。 

b. 視覚異常（3歳児） 

2021 年度 A 市の健診対象者は 578 人（未評

価 104 人）であり、管理中 9 人、「視覚異常の

疑い」24 人であった。そのうち異常なし 2人、

視覚異常あり 6人、視覚異常以外 2人、追跡情

報未記載 14 人であった。 

2021 年度 B 市の健診対象者は 434 人（うち

未評価 15 人）であり、管理中 6人、「視覚異常

の疑い」は 25 人であった。そのうち、異常な

し 4人、視覚異常 6人、視覚異常以外 2人、追

跡情報未記載 13 人であった。なお、2021 年度

A 市、B 市共に屈折検査機器は用いられていな

かった。 

c. 聴覚異常（3歳） 

2021 年度 A 市の健診対象者は 578 人（うち

未評価 39 人）であり、管理中 2人、「聴覚異常

の疑い」26人であった。そのうち異常なし7人、

滲出性中耳炎 1人、難聴 2人、上記以外の異常

3人、追跡情報未記載 13 人であった。 

2021 年度 A 市の健診対象者は 434 人（うち

未評価 8人）であり、管理中 18 人、「聴覚異常

の疑い」16人であった。そのうち異常なし8人、

滲出性中耳炎 1人、難聴 0人、上記以外の異常

2 人、追跡情報未記載 5 人であった。なお、A

市 B 市共に対象の児が出生した時には新生児

聴力スクリーニングの公費補助は行われてい

なかった。 

2. 標準化の評価 

a. 股関節異常（4か月児） 

市町村毎の股関節異常ありと判断された児

の割合を図 1 に示す。愛知県全体の総計値は

3.9%であったが、市町村毎の割合は 20%弱の市

町村から 0％に近い自治体まで大きな差が確

認された。 

 総計値の年次推移を図 2 に示す。2016 年と

比較して 2021 年では所見ありの割合が 1.5 倍
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程度に増加していた。 

 

図１: 市町村毎「股関節異常所見あり」の割合 

 

 
図 2: 股関節異常所見割合の経年変化（県総計） 

 

b. 視覚異常（3歳児） 

市町村毎の異常の疑いありと判断された児

の割合を図 3 に示す。愛知県全体の総計値は

11.0%であったが、市町村毎の割合は 20%程度

の市町村から 0％に近い自治体まで大きな差

が確認された。また検査実施ができなかったと

考えられる無記入の割合も市町村毎に大きな

差が認められた。 

 

図 3: 市町村毎「視覚異常の疑いあり」の割合 

 

c. 聴覚異常（3歳児） 

市町村毎の異常の疑いありと判断された児

の割合を図 4に示す。愛知県全体の総計値は異

常の疑い（難聴等）と異常の疑い（滲出性中耳

炎等）を合わせ 5.6%であったが、市町村毎の割

合は 20%程度の市町村から 0％に近い自治体ま

で大きな差が確認された。また検査実施ができ

なかった考えられる無記入の割合も市町村毎

に大きな差が認められた。 

 

図 4. 市町村毎「聴覚異常の疑いあり」の割合 

 

d. 子育て支援の必要性（1歳 6か月児） 

市町村毎の子育て支援の必要性評価の割合

を図 5に示す。支援が必要と考えられる機関連

携支援及び保健機関継続支援を合計した割合

は市町村間で大きな差が認められ、この割合が

低い自治体では、状況確認（乳幼児健診の場の

みでは判断ができないため判定保留とし、後日

再判定を行うもの）と判断されている割合が高

くなっていた。 

 

図 5. 市町村毎「子育て支援総合判定」の割合 

 

Ｄ．考察 

 愛知県の母子健康診査マニュアル集計値を

用いて、乳幼児健診の精度管理と標準化を評価

することができた。 
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 精度管理に関しては、対象とした協力 2市町

村共に情報の収集が行われていた。しかし、追

跡情報未記載の対象者も多く存在し、受診が行

われていないことや、受診後すぐに診断に至ら

なかったなどが原因となっていた。4か月児健

診の結果に関しては 1 歳６か月児健診の際等

に保護者に確認することが可能であるが 3 歳

児健診で異常の可能性を指摘された児に関し

ては確認する機会が存在しない。今後就学前健

診の情報との連結などを考慮する必要がある

と考えられた。 

 愛知県母子健康診査マニュアルにより愛知

県では乳幼児健診の標準化が図られてきたが、

判定のばらつきは現在も大きく存在している

ことが明らかとなった。股関節の異常に関して

は通常 10％程度の児がスクリーニング陽性と

なる基準でスクリーニングを行うことになっ

ている。しかし、「股関節異常所見あり」の割

合から判断すると、多くの市町村で十分なスク

リーニングが行われていないことが明らかで

あった。スクリーニングがうまくいっていると

考えられる市町村では保健師等が担当医師に

スクリーニングに必要な全ての問診情報を整

理して伝えており、このような方法が多くの市

町村でなされるようになれば適切なスクリー

ニングが可能となると考えられる。 

 視覚の異常に関しては屈折検査機器の導入

に差があるためやむを得ない部分もあると考

えられるが、それだけでは十分に説明できない

程度の大きな差が存在していた。聴覚に関して

も同様である。視覚・聴覚の異常に関しては想

定される疾患の臨界期を考慮した上でスクリ

ーニングの時期が決定されており、疾患の見逃

しを減らすことが望ましい。疾患の見逃しに関

しては今回のマニュアル（第 10 版）の精度管

理の仕組みではカバーできておらず、就学前健

診データとの連結等の方法により、評価が行わ

れることが望ましいと考えられた。 

 子育て支援の必要性の判定に関しては、今回

のマニュアルから新設された「状況確認」の使

用に慣れていない影響があると考えられた。今

後この概念・定義への理解が進むことで、判定

の標準化が進むことが期待される。 

 

Ｅ．結論 

 乳幼児健診の精度管理は順調に行われてい

たが、課題も存在した。乳幼児健診における判

定の標準化は現在も不十分であることが明ら

かとなった。 

 

【参考文献】 

愛知県母子健康診査マニュアル第 10 版 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 

 杉浦至郎他. 愛知県内 1 歳６か月児健康診

査における身長測定法に関する実態調査. 

第 81 回日本公衆衛生学会総. 2022 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  なし 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 
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参考資料 1: 股関節異常紹介状・回答書
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参考資料 2: 視覚異常紹介状・回答書 
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参考資料 3: 聴覚異常紹介状・回答書 

 


